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令和７年度小城市予算　主な事業一覧　

頁 事　業　名 事業費：千円

防災対策課 1 防災行政無線維持管理運営事業 431,223

企画政策課 2 基幹系システム運用・管理事業 104,526

3 ＤＸ推進事業 123,870

環境課 4 廃棄物中継センター施設整備事業 57,801

社会福祉課 5 子どもの医療費助成事業 238,983

6 （新規）こども家庭センター運営事業 7,655

高齢障がい支援課 7 生きがいデイサービスセンター運営事業 7,177

健康増進課 8 定期予防接種事業（Ｂ類疾病） 82,657

建設課 9 社会資本整備総合交付金事業（新設改良） 8,160

10 橋りょう補修事業 18,550

11 牛津川遊水地事業 27,769

12 満神鉱害ポンプ排水施設維持管理事業 208,223

13 芦刈鉱害排水機場維持管理事業 214,035

定住推進課 14 移住・定住対策事業 28,561

15 市営住宅維持管理事業 149,416

教育総務課 16 放課後児童健全育成事業 221,902

17 小学校施設改善事業 199,734

生涯学習課 18 生涯学習センター管理事業 750,214

19 地域交流センター管理事業 16,408

 ・ 令和7年度小城市予算　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業一覧

所　　属

福祉部

総務部

市民部

建設部

教育委員会



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 総務部　防災対策課 施策名 1 防災・減災体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 防災行政無線維持管理運営事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠
電波法、小城市防災行政無線通信施設管理運用規則、小城市防災行政無線通信施設(固定局)運用
要領、小城市防災行政無線通信施設(基地局・移動局)運用要領

事業期間
平成17

危機管理対策の充実
一般 9 1 5 1163

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　風水害、火災などの防災・減災情報や市民生活に関わる行政情報などを市民へ迅速に情報伝達するため、防災
行政無線の適正な維持管理を行う。

【内容】
　・防災行政無線(同報系・移動系・戸別受信機)の維持管理
　・防災情報及び行政情報の放送

　平成19年度から平成21年度にかけて整備した防災行政無線システムの老朽化に伴い新たに整備を行う。
　令和5年度　　　　　　 基本設計業務
　令和5年度～令和7年度　デジタル防災行政無線(同報系)システム整備工事監理業務
　　　　　 　　　　　   デジタル防災行政無線(同報系)システム整備工事

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画） （計画) （計画) （計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 300,800 424,100 地方債

財
源
内
訳

3,285 535 10,009 581

一般財源 4,699 3,859 4,123 4,768

役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

負担金、補助
及び交付金

3,000

国庫支出金

合　　計

11,767 11,767 一般財源

その他 8,126 3,000

416,778 35 431,223

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 12,825 307,659 431,223 4,768 11,767 11,767 事業費計 0

合　　計

424,100 3,000 4,123 431,223

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

一般財源 合　　計

475

【目的】
　電子自治体・電子行政の推進の一環として、電算システムの中核である基幹系システム機器等の保守管理を行
うことで事務の迅速化・効率化を図り、市民サービスの更なる向上に繋げていく。

【内容】
　・基幹系システムの保守管理
　・サーバ及び各システム保守委託(機器も含む)
　・サーバ及びパソコン等の機器賃貸借
　・大量印刷の印刷・封入・封緘等委託
　・周辺機器(プリンター等)の一括管理
　
　令和7年度
　　・職員用端末更新

10 104,041 104,526

104,526

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金

事　業　費 49,350

使用料及び
賃借料

94,593 94,593 94,593

県支出金 地方債 その他

94,603 94,603 事業費計 0

合　　計

8,600 1,066 47,582 47,278

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費 役務費 委託料

一般財源

44,763 104,526 94,603

その他 62 36 10 10 10

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

10 その他

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金財
源
内
訳

一般財源 49,205 44,610 104,041

国庫支出金 83 117 475

地方債

法令根拠

事業期間
平成17

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

(決算) （計画） （計画) （計画) （計画) （計画)

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1 デジタル行政の推進
一般 2 1 8 1293

新規事業 既存事業

予算事業名 基幹系システム運用・管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 行 計画推進のための行政経営

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 4 業務執行体制の充実
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

新規事業 既存事業

予算事業名 ＤＸ推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 行 計画推進のための行政経営

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 4 業務執行体制の充実

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1 デジタル行政の推進
一般 2 1 8 1479

法令根拠 デジタル社会形成基本法、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律

事業期間
令和4 令和7

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

(決算) （計画） （計画) （計画) （計画) （計画)

92,321

地方債

財
源
内
訳

一般財源 31,549

国庫支出金 7,979 70,266

一般財源

70,266 123,870 0

その他

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金 174,207

県支出金

その他

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

県支出金 地方債 その他

0 0 事業費計 216,724

合　　計

91,193 32,677

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料
使用料及び

賃借料

一般財源 合　　計

92,321

【目的】
　自治体が担う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、住民の利便性を向上させるととも
に、デジタル技術やAI等の活用により業務効率化を図り、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げていく。

【内容】
　令和4年度
　・自治体の行政手続のオンライン化
    (子育て・介護関係の26手続についてマイナポータルからマイナンバーカードを用いてオンライン手続を可
     能とする)
　・AI・RPAの導入
　令和4年度～令和7年度
　・地方公共団体情報システムの標準化・共通化
　　(令和7年度までに基幹系システム20業務について標準仕様に準拠したシステムへ移行する)

【事業費の負担割合】
　地方公共団体情報システムの標準化・共通化に係る事業対象分　国 10/10

31,549 123,870

123,870

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金

事　業　費 7,979

42,517
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

18,455 33,200 6,146 57,801

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

73,872 一般財源

その他

57,801

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

役務費

128,972

事　業　費 1,760 33,852 57,801 162,370 487,110 0 事業費計 742,893

財
源
内
訳

772 57,029

一般財源 1,760 22,569 6,146 24,625

委託料

国庫支出金 11,283 18,455

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 33,200 90,600 271,800 地方債 395,600

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市内で排出される廃棄物の中継地としての機能を維持し、施設の老朽化や安全性の低下を解消するため、廃棄
物中継センターの整備を行う。

【内容】
　廃棄物中継センターの施設整備を行う。

　令和5年度　循環型社会形成推進地域計画策定
　令和6年度　基本計画策定等業務(施設基本計画・基本設計・PFI導入可能性調査・測量・地歴調査・アスベス
             ト調査等)
　令和7年度　実施設計等業務(実施設計・地質調査・発注者支援等)
　令和8年度～令和9年度　本体工事・解体工事・工事監理等

【事業費の負担割合】
　循環型社会形成推進交付金　国 1/3　市 2/3

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

141,438
財
源
内
訳

国庫支出金 218,321

県支出金

47,145

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画） （計画) （計画)

法令根拠 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業期間
令和5 令和9

ごみ減量化・リサイクルの
推進一般 4 2 1 1511

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 市民部　環境課 施策名 2
快適な生活環境の保全と循
環型社会の形成

新規事業 既存事業

予算事業名 廃棄物中継センター施設整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 子どもの医療費助成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 佐賀県子どもの医療費助成事業補助金交付要綱、小城市子どもの医療費の助成に関する条例

事業期間
平成17

子育て相談・支援体制の充
実一般 3 2 1 476

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　子どもの医療費を助成することにより、その疾病の早期発見と治療を促進し、子どもの保健の向上と福祉の増
進を図る。

【内容】
　対　　象：0歳～高校生（18歳年度末）
            ※令和7年度から、対象年齢を18歳年度末までに拡充
　利用方法：受診時に『子どもの医療費受給資格証』を医療機関に提示する定額一部払方式
　自己負担：・入院：医療機関ごとに1か月上限1,000円
　　　　　　・通院：医療機関ごとに1か月上限500円×2回まで
　　　　　　・調剤：自己負担額なし

　・県外医療機関等を受診した場合、保険診療一部負担金を支払い、「子どもの医療費助成交付申請書」で市に
　　申請し、後日、自己負担分を差引いて助成(償還払方式)する。
　　ただし、市が指定した県外医療機関等については、定額一部払方式により助成(現物給付方式)する場合があ
　　る。

【事業費の負担割合】
　0歳～小学校就学前　県 1/2　市 1/2
　ひとり親家庭等医療費助成対象の小学生～高校生　県 1/2　市 1/2

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 49,742 54,100

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画） （計画) （計画) （計画) （計画)

その他

54,100 県支出金

地方債 13,800 12,000 16,600 17,000 17,000 17,000 地方債

53,813 53,868 54,100財
源
内
訳

8,316 230,667

一般財源 89,902 54,673 112,646 172,215

扶助費

55,869 2 2 2

国庫支出金

合　　計

172,215 172,215 一般財源

その他 45,327 100,002

238,983

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

役務費

事　業　費 198,771 220,488 238,983 243,317 243,317 243,317 事業費計 0

合　　計

53,868 16,600 55,869 112,646 238,983

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）こども家庭センター運営事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 児童福祉法、母子保健法、子ども・子育て支援法、小城市こども家庭センター設置要綱（予定）

事業期間
令和7

子育て相談・支援体制の充
実一般 3 2 1 1190

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　母子保健機能及び児童福祉機能の一体的な運営を通じて、すべての子どもとその家庭及び妊産婦等に関し、切
れ目のない包括的な支援を行うことにより、子育て支援の充実を図る。

【内容】
　「小城市子育て世代包括支援センター（母子保健機能）」と「小城市子ども家庭総合支援拠点（児童福祉機
能）」が有してきた機能を引き続き活かしながら、妊娠期から子育て期にわたるまで切れ目のない包括的な支援
を行うため、こども家庭センターを設置する。

　主な業務：①児童・妊産婦等の実情把握
　　　　　　②妊娠・出産・子育てに関する情報の提供、相談、助言、指導
　　　　　　③要支援児童、要保護児童、特定妊婦等の把握及び支援
　　　　　　④サポートプランの作成
　　　　　　⑤関係機関との連絡調整、連携の強化
　対象者　：すべての子どもとその家庭及び妊産婦等
　設置場所：こども家庭課（予定）

【事業費の負担割合】
　国 2/3　県 1/6　市 1/6

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

2,514 2,514
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

2,514

628

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画） （計画) （計画) （計画) （計画)

その他

628 県支出金

地方債 地方債

628 628財
源
内
訳

4,504 1,560 1,115 185

一般財源 4,476 4,476

職員手当等 共済費 報償費 旅費 役務費

37 37 37 37

国庫支出金 2,514

その他 合　　計

4,476 4,476 一般財源

その他

87 155 49 7,655

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

事　業　費 0 0 7,655 7,655 7,655 7,655 事業費計 0

合　　計

2,514 628 37 4,476 7,655

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 6 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

7,177 7,177

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他

7,177

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 5,951 6,021 7,177 37,022 0 0 事業費計 0

財
源
内
訳

52 54 7,071

一般財源 5,951 6,021 7,177 37,022

役務費 委託料

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　高齢者等の介護予防及び健康増進を図り、その自立及び充実した生きがいのある生活を支援するため、小城市
生きがいデイサービスセンターの管理運営を行う。

【内容】
　小城市生きがいデイサービスセンター(指定管理)の管理運営を行う。

　小城市生きがいデイサービスセンターの建物の老朽化に伴う廃止
　令和7年度　　アスベスト含有分析調査
　令和8年度～　小城市生きがいデイサービスセンター「きらら」を廃止し、芦刈保健福祉センター「ひまわ
　　　　　　　 り」で実施している事業と一本化
　　　　　　　 施設解体工事及び平成12年度佐賀県介護予防拠点整備事業補助金返還

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画） （計画) （計画)

法令根拠 小城市生きがいデイサービスセンター条例

事業期間
平成17

生きがいづくりの促進
一般 3 1 2 1241

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

みんなでささえあうやさし
いまち

担当部課 福祉部　高齢障がい支援課 施策名 2 高齢者福祉・介護の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 生きがいデイサービスセンター運営事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 5

- 7 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

27,000 55,657 82,657

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

83,000 83,000 一般財源

その他 10,000 42,743

82,657

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 24,831 73,122 82,657 83,000 83,000 83,000 事業費計 0

財
源
内
訳

49 1,673 80,573 362

一般財源 14,831 30,379 55,657 83,000

役務費 委託料 扶助費

27,000

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　個人の発病または重症化を阻止し、併せてそのまん延の予防に資する。

【内容】
　法に基づき、定期予防接種を実施する。

  (予防接種の種類)季節性インフルエンザ、高齢者の肺炎球菌感染症、新型コロナウイルス感染症
                  ※令和7年度から帯状疱疹を追加

　・帯状疱疹定期予防接種の内容
　　対象者　：小城市に住所を有し、次の①～④のいずれかに該当する者
　　　　　　　①当該年度中に65歳になる者
　　　　　　　②接種時において、60歳から64歳の方で、ヒト免疫不全ウイルスにより免疫の機能に日常生活が
　　　　　　　　ほとんど不可能な程度の障害を有する者（身体障害者手帳1級相当）
　　　　　　　③令和7年度から令和11年度(5年間)の各年度において、70歳、75歳、80歳、85歳、90歳、95歳、
      　　　　　100歳になる者（令和11年度末までの経過措置）
　　　　　　　④令和7年度において、101歳以上になる者（令和7年度末までの経過措置）
　　　　　　　※過去に帯状疱疹の予防接種を受けたことがあり、帯状疱疹の予防接種を行う必要がないと認め
　　　　　　　　られる場合は対象外
　　接種回数：生ワクチン（乾燥弱毒生水痘ワクチン）　1回もしくは
　　　　　　　組換えワクチン（乾燥組換え帯状疱疹ワクチン）　2か月間隔で2回
　　実施方法：県内の実施医療機関での個別接種
　　自己負担：生ワクチン　　　 2,500円
　　　　　　　組換えワクチン　12,800円（6,400円×2回）
　　　　　　　※いずれも生活保護世帯は無料
　

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画） （計画) （計画)

法令根拠 予防接種法

事業期間
平成17

疾病予防対策の推進
一般 4 1 3 1348

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 福祉部　健康増進課 施策名 1
健康づくりと保健・医療の
充実

新規事業 既存事業

予算事業名 定期予防接種事業（Ｂ類疾病）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4

- 8 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

3,946 2,600 1,614 8,160

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,016 1,016 一般財源

その他

8,160

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 23,104 57,447 103,660 22,000 22,000 22,000 事業費計 0

財
源
内
訳

8,160

一般財源 727 7,157 22,649 1,016

令和7年度事業費は、令和6年度からの繰越予定額95,500千円を含む。

国庫支出金 11,177 31,390 45,311

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 11,200 18,900 35,700 8,400 8,400 8,400 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　道路改良工事により一般車両、歩行者等の安全と利便性を確保する。

【内容】
　社会資本整備総合交付金を活用し、市道の整備を行う。

　・本告・杉町線歩道設置事業　≪実施期間:令和2年度～令和7年度≫
　　施工延長L=500m　片側歩道(W=3.0m)の整備
　　　令和2年度　現地測量
　　　令和3年度　詳細設計
　　　令和4年度　用地測量
　　　令和5年度　用地買収(登記)
　　　令和6年度　歩道設置工事
　　　令和7年度  (令和6年度繰越)歩道設置工事

　・宿・鷺ノ原線安全施設整備事業　≪実施期間:令和6年度～令和7年度≫
　　施工延長L=1,100ｍ　歩行者通行帯の設置、転落防止柵の更新
　　　令和6年度　歩行者通行帯設置工事
　　　令和7年度  (令和6年度繰越)歩行者通行帯設置工事、転落防止柵更新工事

　
【事業費の負担割合】
　令和7年度　国 57.20％　市 42.80％
　※割合は補助率50％を基本として毎年度変動

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

12,584 12,584
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

12,584

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画） （計画) （計画)

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25

利便性の高い道路の整備
一般 8 2 3 976

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 社会資本整備総合交付金事業（新設改良）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

- 9 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

18,550 18,550

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

2,200 2,200 一般財源

その他 11,300 5,300

18,550

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 117,615 144,412 18,550 50,000 50,000 50,000 事業費計 0

財
源
内
訳

18,550

一般財源 13,426 7,018 18,550 2,200

国庫支出金 52,389 52,494

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 40,500 79,600 19,200 19,200 19,200 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　現在劣化が進み通行規制等一般車両の往来にも支障をきたしている橋りょうもあることから、交通の円滑化を
図るため、橋りょう長寿命化計画に基づき修繕を行う。

【内容】
　小城市が管理する橋りょうは令和5年度現在で328橋あり、このうち建設後50年を経過する橋りょうは全体の約
14％を占め、令和15年には75％程度にまで増加すると考えられる。
　毎年実施している橋りょう定期点検で作成された健全性の診断結果をもとに、判定区分Ⅲ及びⅣと判定された
橋りょうについて5年以内に補修工事を行う。

　◎判定区分のⅠ～Ⅳに分類する場合の基本的な考え方
　　Ⅰ：監視や対策を行う必要のない状態
　　Ⅱ：状況に応じて監視や対策を行うことが望ましい状態
　　Ⅲ：早期に監視や対策を行う必要がある状態
　　Ⅳ：緊急に対策を行う必要がある状態

　令和6年度　(令和5年度繰越)安心橋下部工工事、安心橋上部工工事、
　　　　　　　　　　　　　　安心橋用地買収・登記、宮本橋補修設計
　令和6年度　一本松橋補修工事
　令和7年度　安心橋架け替えに伴う家屋事後調査業務(事前調査：20棟)

【事業費の負担割合】
　令和7年度　国 57.20％　市 42.80％
　※割合は補助率50％を基本として毎年度変動

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

28,600 28,600
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

28,600

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画） （計画) （計画)

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成26

道路の適切な維持管理
一般 8 2 5 1008

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 橋りょう補修事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

- 10 -



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

13,600 14,169 27,769

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

公有財産購
入費

合　　計

一般財源

その他

9,613 15,432 2,100 27,769

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費

695,593

事　業　費 57,178 364,084 619,621 0 0 0 事業費計 1,060,793

財
源
内
訳

378 217 20 9

一般財源 57,178 153,084 465,421

令和7年度事業費は、令和6年度からの繰越予定額591,852千円を含む。

旅費 需用費 役務費 委託料 工事請負費

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 211,000 154,200 地方債 365,200

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　令和元年8月豪雨で牛津川流域において甚大な被害が発生したことを受け、国が事業主体となり、市も協力し
て、牛津川(三里地区)に遊水地を整備することにより、牛津川流域の市民の生命及び財産の保護を図る。

【内容】
　牛津川遊水地整備にあたり、家屋移転が必要となることから、対象地区(上右原地区、下右原地区、山崎地区)
内の移転希望者に対し、集団移転の代替地の整備を行う。

　平成31年度～令和2年度　移転方法の検討
　令和3年度　代替地候補地の検討
　令和4年度　用地協議、計画作成、実施設計、農振除外の申請手続き
　令和5年度　(令和4年度繰越)計画作成、実施設計
　　　　　　 農地転用・開発行為の申請手続き、代替地の用地買収(登記)、代替地の造成工事(債務負担行為)
　令和6年度　(令和5年度繰越)代替地の用地買収(登記)
　　　　　　 代替地の造成工事、用地測量
　令和7年度　移転対象者との代替地売買契約(市→移転対象者)
　　　　　　 道路台帳作成(小隈地区：3路線、坂井地区：4路線)
　　　　　　 市道大江・小隈線拡幅工事(用地測量・用地買収・拡幅工事)
　　　　　　 水路改修工事(市道西川・西小路線)

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画） （計画) （計画)

法令根拠 小城市牛津川遊水地事業に係る農用地保全条例

事業期間
平成31 令和7

危機管理対策の充実
一般 8 3 4 1482

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 防災・減災体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 牛津川遊水地事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10

- 11 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

一般財源 合　　計

使用料及び
賃借料

工事請負費 積立金

【目的】
　豪雨等による内水の排水不良を原因とする水害を未然に防止するため、満神排水機場のポンプ設備等の適正な
維持管理と整備を行い、危機管理体制の充実を図る。

【内容】
　満神排水機場のポンプ設備等の改修及び更新を行う。

　令和4年度　3号、4号ポンプ設備等改修工事設計業務
　令和5年度　3号、4号ポンプ設備等改修工事
　令和6年度  (令和5年度繰越)3号、4号ポンプ設備等改修工事
  令和6年度　2号ポンプ設備等改修工事設計業務
　令和7年度　2号ポンプ設備等改修工事
　※1号ポンプ設備等の改修工事については、他機場の状況を確認しながら進めていく。

192,900 15,323 208,223

1,102 208,223

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金

事　業　費 7,708

委託料

県支出金 地方債 その他

9,395 9,395 事業費計 0

合　　計

53 8,710 102 5,283 13 192,960

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

旅費 需用費 役務費

一般財源

278,031 208,223 9,395

その他 7,708 15,731 15,323 9,395 9,395

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

9,395 その他

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金財
源
内
訳

一般財源

国庫支出金

地方債 262,300 192,900

法令根拠 河川法

事業期間
平成17

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

(決算) （計画） （計画) （計画) （計画) （計画)

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3 危機管理対策の充実
一般 11 1 2 415

新規事業 既存事業

予算事業名 満神鉱害ポンプ排水施設維持管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10
ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 防災・減災体制の充実

- 12 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

193,400 20,635 214,035

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

積立金 合　　計

一般財源

その他 19,718 15,619

37 189,240 2,437 214,035

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

旅費

事　業　費 19,718 226,719 214,035 19,155 19,155 19,155 事業費計 0

財
源
内
訳

53 8,284 306 13,678

一般財源

需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

20,635 19,155 19,155 19,155

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 211,100 193,400 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　豪雨等による内水の排水不良を原因とする水害を未然に防止するため、芦刈鉱害排水機場のポンプ設備等の適
正な維持管理と整備を行い、危機管理体制の充実を図る。

【内容】
　芦刈鉱害排水機場のポンプ設備等の改修及び更新を行う。
　
　令和5年度　三王崎排水機場1号ポンプ設備等改修工事設計業務
　令和6年度　三王崎排水機場1号ポンプ設備等改修工事
  令和6年度　川越排水機場1号ポンプ設備等改修工事設計業務
　令和7年度　川越排水機場1号ポンプ設備等改修工事
　※川越排水機場・三王崎排水機場・戸崎排水機場のポンプ設備等の未改修工事分については、他機場の状況を
    確認しながら進めていく。

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画） （計画) （計画)

法令根拠 河川法

事業期間
平成17

危機管理対策の充実
一般 11 1 2 417

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 防災・減災体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 芦刈鉱害排水機場維持管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10

- 13 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

7,155 5,850 7,900 7,656 28,561

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

公課費 合　　計

5,620 5,620 一般財源

その他 15 900

5 21,300 17 28,561

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

旅費

事　業　費 18,590 28,483 31,161 19,200 19,200 19,200 事業費計 0

財
源
内
訳

123 167 49 6,900

一般財源 8,300 7,643 9,766 5,620

令和7年度事業費は、令和6年度からの繰越予定額2,600千円を含む。

需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
負担金、補助
及び交付金

国庫支出金 1,625 5,990 7,645

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 3,400 5,700 7,900 7,100 7,100 7,100 地方債

8,250 5,850

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
  定住人口の確保と地域の活性化を図るため､子育て世代等の定住を促進する｡

【内容】
  ・移住・定住希望者からの相談対応、移住・定住に関する情報発信、PR活動の充実
  ・空き家活用に関する相談対応の充実・拡充
  ・空き家バンクの運営及び登録の推進による移住・定住の受け皿の確保
　・移住・定住に関する補助金等の交付
  　①空き家改修費助成事業補助金の交付
　　　対象者  :空き家バンク制度に登録された空き家を購入した者
　　　補助金額:改修工事に要する額の1/2(限度額50万円)
　　②過疎地域空き家改修費助成事業補助金の交付
　　　対象者　：空き家バンク制度に登録された過疎地域内の空き家を購入又は賃貸借した者
　　　補助金額：改修工事に要する額の1/2(限度額150万円)
　　③地方創生移住支援事業費補助金の交付
　　　対象者  :東京23区(在住者又は通勤者)から小城市内に移住し、佐賀県が運営する就職マッチングサイトに移住支援金の対象の
               求人として掲載された企業に就職した者等
　　　補助金額:単身の場合60万円、世帯の場合100万円、子育て加算(18歳未満1人につき)100万円
　　④過疎地域定住促進住宅取得奨励金の交付
　　　対象者　:小城市内に自己名義の住宅を所有せず、芦刈町内において住宅を取得する者
　　　補助金額:定額30万円、子育て世帯加算上限30万円、三世代加算10万円、市内業者施工加算10万円、居住誘導区域加算10万円、
 　　　　　　　空き家土地購入加算30万円(上限額 新築住宅120万円、中古住宅80万円)
　　⑤空き家コーディネート業務委託（空き家バンク運営等委託）
　　　相談窓口設置・相談対応・伴走支援・プラットホーム整備・空き家バンク登録等
 
　　令和7年度～
　　⑥未来につなぐ さが移住支援費補助金の交付
　　　対象者　：佐賀県外から小城市内に移住した18歳未満の子供がいる世帯で、「就職等の地域の担い手要件」を満たす者
 　　　　　　 　ただし担い手要件の内、伝統工芸等の重点分野については単身者も対象とする。
　　　　　　　　また、国の移住支援事業の対象となる者は除く。
　　　補助金額：子育て世帯の場合 100万円、単身の場合 60万円

【事業費の負担割合】
　③地方創生移住支援事業費補助金　　　 県 3/4(国 1/2)　市 1/4
　④過疎地域定住促進住宅取得奨励金　　 国 45％　市 55％
　⑤空き家コーディネート業務委託　　 　国 45％　市 55％
　⑥未来につなぐ さが移住支援費補助金　県 3/4　市 1/4

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

6,480 6,480
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 5,250

6,480

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画） （計画) （計画)

法令根拠

小城市空き家改修費助成事業補助金交付要綱、小城市過疎地域空き家改修費助成事業補助金交付要綱、佐賀県地方創生移
住・地域活性化等起業支援事業実施要領、小城市地方創生移住支援事業における移住支援金交付要綱、小城市過疎地域定
住促進住宅取得奨励金交付要綱、小城市さが暮らしスタート支援事業補助金交付要綱、小城市未来につなぐさが移住支援
費補助金交付要綱（予定）

事業期間
平成28

良質な住環境形成の推進
一般 8 5 1 1051

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　定住推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 移住・定住対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

- 14 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

54,380 88,400 6,636 149,416

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他 9,757 1,032

140,000 90 149,416

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 14,089 68,254 149,416 12,800 12,800 12,000 事業費計 0

財
源
内
訳

1,857 582 6,594 293

一般財源

役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

負担金、補助
及び交付金

6,636 8,800 8,800 8,000

国庫支出金 3,332 32,522 54,380

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 1,000 34,700 88,400 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　住宅に困窮する低額所得者に対して、低廉な家賃で住宅を供給する目的で整備された市営住宅の修繕及び入居
者管理を実施することにより、市営住宅における良質な住環境を提供する。

【内容】
　・一般修繕、空室修繕、計画修繕、植栽維持及び雨樋清掃の実施
　・家賃決定、入退居者管理、入居者募集・抽選、収納業務、苦情対応等
　
　令和4年度　公営住宅長寿命化計画策定（計画期間:令和5年度～令和14年度）
　令和5年度　西新町団地外壁等改修工事実施設計業務
　　　　　　 西新町団地外壁等改修工事設計監督員支援業務
　　　　　　 下畑田団地4号棟解体工事
　令和6年度　西新町団地外壁等改修工事(1期)
　令和7年度　西新町団地外壁等改修工事(2期)
　

【事業費の負担割合】
　国 45％　市 55％

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

4,000 4,000
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

4,000

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画） （計画) （計画)

法令根拠 公営住宅法、小城市営住宅条例、小城市営住宅条例施行規則

事業期間
平成17

良質な住環境形成の推進
一般 8 6 1 154

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　定住推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 市営住宅維持管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

- 15 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

一般財源 合　　計

62,299

工事請負費 備品購入費

【目的】
　女性の就労機会の増加や核家族化など家庭環境が変化する中、保護者が仕事と子育ての両立ができ、また放課
後に児童が安全で健やかに過ごせる居場所を提供することで児童の健全育成を図る。

【内容】
　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に対し、市内の8小学校内の余裕教室又は放課後児童クラブ専
用施設で放課後に遊びや生活の場を提供する。
　・クラブ数：19クラブ（令和7年4月1日から）
　・対象児童：小学1年生～小学6年生
　・開設時間：平日…放課後～19時
　　　　　　　土曜日及び学校休業日…8時～19時

　令和7年度
　①芦刈観瀾校の空き教室を活用し1クラブ増設（芦刈第2放課後児童クラブ）
　②桜岡小学校敷地内に専用施設を建設（桜岡第4放課後児童クラブ）

【事業費の負担割合】
　①子ども・子育て支援交付金　　　　　補助基準額に対して　国 1/3　県 1/3　市 1/3
　②子ども・子育て支援施設整備交付金　補助基準額に対して　国 2/3　県 1/6　市 1/6

45,382 69,914 44,307 221,902

221,902

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金

事　業　費 146,522

委託料

59,318 59,318 59,318

県支出金 地方債 その他

183,720 183,720 事業費計 0

合　　計

114 5,833 670 160,570 54,521 194

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費 需用費 役務費

一般財源

151,064 221,902 183,720

その他 25,918 26,496 69,914 44,914 44,914

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 30,605 41,809

44,914 その他

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金財
源
内
訳

39,744

一般財源 60,115 41,335 44,307

国庫支出金 29,884 41,424 39,744 39,744

45,382 39,744 39,744 39,744

62,299

地方債

法令根拠 児童福祉法、小城市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

事業期間
平成17

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

(決算) （計画） （計画) （計画) （計画) （計画)

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2 子育て環境の充実
一般 10 1 3 742

新規事業 既存事業

予算事業名 放課後児童健全育成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 1 子育て支援の充実

- 16 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

33,666 146,700 19,368 199,734

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,500 1,500 一般財源

その他 11,000

199,734

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 35,594 8,133 199,734 1,500 1,500 1,500 事業費計 0

財
源
内
訳

7,531 192,203

一般財源 24,594 4,933 19,368 1,500

工事請負費

国庫支出金 33,666

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 3,200 146,700 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　学校運営において、学習指導要領等根拠・関係法令等の改正並びに社会情勢の変化に伴うニーズに対応するた
め、必要に応じて施設整備等を行い児童の学習環境の充実を図る。

【内容】
　小学校施設の環境改善を図るため、改修等整備を行う。

　(主な内容)
　岩松小学校　屋根・外壁改修工事
　令和6年度　アスベスト含有調査業務
　　　　　　 実施設計
　令和7年度　工事監理及び監督員支援業務
　　　　　　 工事監理業務
　　　　　　 改修工事

【事業費の負担割合】
　岩松小学校　屋根・外壁改修工事
　学校施設環境改善交付金　補助基準額に対して　国 1/3　市 2/3

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画） （計画) （計画)

法令根拠 学校教育法施行規則、小学校設置基準

事業期間
平成29

学ぶ力を育むための環境整
備一般 10 2 1 1286

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2 学校教育の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 小学校施設改善事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

- 17 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 教育委員会　生涯学習課 施策名 2
生涯学習・生涯スポーツの
充実

新規事業 既存事業

予算事業名 生涯学習センター管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 小城市生涯学習センター条例、小城市運動公園条例

事業期間
平成17

生涯学習・生涯スポーツの
環境の充実一般 10 5 1 612

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
  市民交流・生涯学習の拠点施設としての環境を整えるため、施設及び設備機器等の適正な維持管理と整備を行
い、利用者が充実した生涯学習活動を行うための場を提供する。

【内容】
  生涯学習センターの管理及び整備を行う。

　令和5年度　　　　　　 再生可能エネルギー設備等導入及び省エネ設備等改修工事設計業務
  令和6年度～令和7年度　再生可能エネルギー設備等導入及び省エネ設備等改修工事
　　　　　　　　　　　　再生可能エネルギー設備等導入及び省エネ設備等改修工事監理業務
　　　　　　　　　　　　再生可能エネルギー設備等導入及び省エネ設備等改修工事補助金申請等支援業務

【事業費の負担割合】
  二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金対象分　国 1/2　市 1/2

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画） （計画) （計画) （計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 60,900 52,000 591,000 地方債

財
源
内
訳

3,276 1,082 10,871 616

一般財源 34,412 39,773 42,124 28,347

令和7年度事業費は、令和6年度からの繰越予定額82,755千円を含む。

職員手当等 需用費 役務費 委託料 工事請負費

23,809 7,050 7,050 7,050

国庫支出金 5,000 1,907 176,036

その他 合　　計

28,358 29,366 一般財源

その他 6,393 5,169

41,003 693,021 345 750,214

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

事　業　費 106,705 98,849 832,969 35,397 35,408 36,416 事業費計 0

合　　計

176,036 513,000 23,809 37,369 750,214

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

1,095 15,313 16,408

令和７年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

その他 合　　計

15,313 15,313 一般財源

その他 1,178 1,801

4,778 491 123 16,408

令和７年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

事　業　費 10,584 14,009 26,398 254,422 16,408 16,408 事業費計 0

財
源
内
訳

3,258 1,082 6,545 131

一般財源 8,966 12,208 17,103 18,727

令和7年度事業費は、令和6年度からの繰越予定額9,990千円を含む。

職員手当等 需用費 役務費 委託料 備品購入費

1,095 1,095 1,095 1,095

国庫支出金 440

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 8,200 234,600 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　地域交流の活性化、教育及び文化の振興並びにコミュニティ活動の拠点施設としての環境を整えるため、施設
及び設備機器等の適正な維持管理と整備を行い、利用者が充実した生涯学習活動を行うための場を提供する。

【内容】
　芦刈地域交流センターの管理及び整備を行う。

  令和7年度　(令和6年度繰越)多目的ホール外改修工事実施設計業務
　　　　　　 (令和6年度繰越)多目的ホール外改修工事実施設計監督員支援業務
  令和8年度　多目的ホール外改修工事
　　　　　　 多目的ホール外改修工事監理業務
　　　　　　 多目的ホール外改修工事監督員支援業務

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）（決算） （計画) （計画) （計画)

法令根拠 小城市地域交流センター条例

事業期間
平成24

生涯学習・生涯スポーツの
環境の充実一般 10 5 2 964

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 教育委員会　生涯学習課 施策名 2
生涯学習・生涯スポーツの
充実

新規事業 既存事業

予算事業名 地域交流センター管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4
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№ 予算事業名 担当部課 款 項 目
予算額
(千円)

うち交付金
充当額
(千円)

内　　　　　　　　　容

1
学校給食費物価⾼騰

対策事業

教育委員会
教育総務課

10 6 3 25,551 25,551

物価の高騰等の影響を受けている保護者の
負担軽減のため、給食食材費等の高騰分を
支援し、栄養バランスと量を保った学校給
食を提供し、子どもたちの健やかな体づく
りの推進を図る。

2
保育所等給食費補助
事業

教育委員会
保育幼稚園課

3 2 2 7,312 3,656

物価の高騰等の影響を受けている保護者の
負担軽減のため、私立保育所等に対して、
給食食材費等の高騰分を補助し、栄養バラ
ンスと量を保った給食を提供し、子どもた
ちの健やかな体づくりの推進を図る。

3 小城保育園保育事業
教育委員会
保育幼稚園課

3 2 5 71,667 504

物価の高騰等の影響を受けている保護者の
負担軽減のため、給食食材費等の高騰分を
支援し、栄養バランスと量を保った給食を
提供し、子どもたちの健やかな体づくりの
推進を図る。

4 砥川保育園保育事業
教育委員会
保育幼稚園課

3 2 5 48,744 260

物価の高騰等の影響を受けている保護者の
負担軽減のため、給食食材費等の高騰分を
支援し、栄養バランスと量を保った給食を
提供し、子どもたちの健やかな体づくりの
推進を図る。

5
三日月幼稚園幼児教
育・保育事業

教育委員会
保育幼稚園課

3 2 5 80,649 1,032

物価の高騰等の影響を受けている保護者の
負担軽減のため、給食食材費等の高騰分を
支援し、栄養バランスと量を保った給食を
提供し、子どもたちの健やかな体づくりの
推進を図る。

令和7年度小城市予算　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業一覧
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